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要旨 

 筆者らは次亜塩素酸水による残留食物アレルゲン除去に関する研究を行っている。その関連研究とし

て、認可保育所や認定こども園など（以下保育所等）における食物アレルギーに対する認識や調理施設

での洗浄方法などの実態を知るため、A 県の保育所等 1755 ヵ所を対象に自記式アンケート調査を行っ

た。調査項目は、この種の調査例が見当たらないことから筆者らが独自に考案した調理施設の基本属性

に関する 6項目と調理施設の洗浄方法などに関する 12項目など計 21項目である。有効回答率は 31.1％

（546ヵ所）で、以下のような特徴が浮かび上がった。 

調理施設の属性（回答 527）に関しては、認可保育所と認定こども園で類似性が高く、両者合わせて、

給食調理担当者 2～3名 58%、栄養士の毎日勤務 53%、給食数 51～300食 73%、食物アレルギー対応給

食数 0～5食 72%、ドライ式衛生管理 87%以上が浮かび上がった。洗浄方法などに関しては、アレルゲ

ン除去を意識した洗浄の実施は約 75％で、約 25%は実施していなかった。また、殺菌を行っている施設

は 93％あり、そのうち次亜塩素酸水の使用（アルコールなどとの併用を含む）は認可保育所 13.7％（単

独 37/408、併用 19/408）、認定こども園 21.8％（単独 7/55、併用 5/55）であった。洗浄の手順で省略し

がちになる作業は「ない」との回答が 35%前後に留まり、残りは何らかの省略ありとの回答であった。

中でも目立った省略は水洗い（50%前後）や洗剤洗浄（17%前後）であった。一方、殺菌に関しては省略

回答がほとんどなく、2％とごくわずかであった。 

 こうした実状の中で、安全で取扱い易く食物アレルゲン除去のポテンシャルをもつ次亜塩素酸水は今

後、保育所等の調理施設において活用が広がると期待できる。 

 

キーワード：保育所、調理施設、洗浄方法、食物アレルギー、次亜塩素酸水 

 

1. 緒言 

我が国の即時型食物アレルギー患者総数のうち、0～

6歳が 79.5％を占めている 1）。この年代の子どもが一

日の大半の時間を過ごす保育所では、厚生労働省によ

る「保育所におけるアレルギー対応ガイドライン

（2019 年改訂版）」2）に沿った食物アレルギー対応が

求められている。一方、HACCP に基づく衛生管理が

2021年に完全義務化 3）されて以降、すべての食品等事

業者（食品の製造・加工・調理・販売）はHACCPに

沿った衛生管理をすることが必要となった。 

食物アレルギー対応が必須となる保育所では、アレ

ルギー対応食の作業スペースと専任の調理員が確保で

きることが望ましいとされ、アレルゲンの混入を防ぐ

ために、作業動線や作業工程の工夫および調理器具や

食品の収納保管場所の確保をする工夫が求められてい

る 2）。 

また、残留食物アレルゲン除去方法に関しては、大

量調理施設衛生管理マニュアル 4）や調理場における洗

浄・消毒マニュアル 5）にも記載がない。そのため、残

留食物アレルゲンを効率的に除去する適切な公的方法

はまだ確立されていない。 

筆者らは、本学の給食管理実習室を対象にした調査

の結果、洗浄方法にかかわらず残留卵白アレルゲンが

検出されやすいことを明らかにした 6）。さらに、大量

調理施設衛生管理マニュアルに掲載され、食品分野に

おいて衛生管理や生野菜殺菌などに広く使われている

7､8）食品添加物殺菌料である次亜塩素酸水の強力な酸

化作用に着目し、残留卵白アレルゲンモデルを用いて
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実験を行い、強酸性および微酸性の次亜塩素酸水によ

る卵白アレルゲン除去の有効性 9､10）を見出した。 

そして筆者らは、次亜塩素酸水が、病原性の細菌や

ウイルスに幅広く有効で、残留アレルゲン除去に高い

ポテンシャルをもっていること、また、その取扱いが

安全で容易という利点があることから、保育所等にお

ける調理施設の衛生管理にとって次亜塩素酸水の活用

が広まる可能性が大きいと考えている。そのためには、

保育所等の調理施設における衛生管理や食物アレルギ

ー対応の実態の把握が必要であるが、これまでには限

られた調査報告例 11）があるだけで、大規模な調査報告

は見当たらない。 

そこで本研究では、独自に考案した 21項目に関して

A 県内の保育所等を対象に自記式アンケート調査を行

い、主として属性の違いをベースに調理施設の食物ア

レルギー対策や洗浄方法に主眼を置いた解析を行うこ

ととした。 

 

2. 調査対象と方法 

調査は 2024年 2月から 7月にかけて自記式アンケ

ート調査にて実施した。A県の認可保育所（1592ヵ所）、

認定こども園（163ヵ所）（以下保育所等）に対してア

ンケート調査依頼を郵送し、同封の調査用紙またはイ

ンターネット上の回答フォームにて回答を求めた。 

アンケート調査項目は、大量調理施設衛生管理マニ

ュアルやHACCPに基づく衛生管理を念頭に筆者らが

独自に考案した以下の21項目について行った（表1）。

Ⅰ．調理施設の規模（基本属性に関する 6項目：保育

所等の種類、給食担当者数、栄養士資格保有者の勤務

状況、給食数、食物アレルギー対応の給食数、調理施

設のシステム）、Ⅱ．調理施設の洗浄方法：清掃用布巾

の素材、アレルゲン除去を意識した洗浄の 2 項目、

HACCPに基づいた 12項目（40℃の微温水で 3回水

洗い、中性またはアルカリ性洗剤を付けたスポンジた

わしによる調理台洗浄とその後の洗剤除去法、調理台

の乾燥とその方法、殺菌とその方法および最終的拭き

上げ材料、再作業前の殺菌とその材料）、省略しがちな

洗浄作業と洗浄に関する自由記述の 1項目。 

得られたデータをもとに、保育所等の種類、特に認

可保育所 465ヵ所と認定こども園 62ヵ所に着目して

解析を行った。なお、就学前の保育所等は従来、厚生

労働省所管の認可保育所であったが、内閣府と厚生労

働省、文部科学省が関わる認定こども園が 2006 年に

新設された。認定こども園とは「教育・保育を一体的

に行う施設で、いわば幼稚園と保育所の両方の良さを

併せ持っている施設」12）である。また、国が示す「認

定こども園」制度とは異なる、保育所と幼稚園を独自

の「こども園」として運用している市町村もある。実

態としては幼稚園であるこども園もあり、その場合は

「その他」として集計した。 

本調査は、愛知文教女子短期大学研究倫理委員会の

承認を得て実施した。結果を公表する際には、個人や

集団が特定されないよう数的にデータ処理することを

依頼文で説明した。 

 

3. 結果および考察 

 アンケート調査を依頼した 1755ヵ所のうち、554ヵ

所（回収率 31.6％）から回答があり、保育所等の種類

が未回答であった 8ヵ所を除いた 546ヵ所の有効回答

率は 31.1％であった。 

3.1. 保育所等の基本属性 

 調査対象の保育所等の基本属性（表 2）を示す。種類

は認可保育所が 465ヵ所（85.2％）、次いで認定こども

園が 62ヵ所（11.4％）、その他 19ヵ所（3.5％）であ

った。 

表 2 は、その他 19 ヵ所とほとんどないことを考慮

し、認可保育所と認定こども園を主体にまとめたが、

以下に示すように、全体的な傾向として両施設はかな

りの類似性が認められた。 

給食の調理担当者は 2～3名が 58.1％と最も多く、4

～5名の 26.9％が続き、1名は 11.4％あった。この傾

向は認可保育所と認定こども園で似ていた。栄養士資

格保有者の勤務状況は、いる場合、53.4％が毎日の勤

務であった。保育所ごとに状況が異なるが、毎日とは

おおむね週 5～6日である。その一方で、配置していな

い保育所等も 38.6％あったが、私立であれば同一法人

に所属する栄養士が複数ヵ所担当する場合も多く、栄

養士の関わりはあると考えられる。 

給食の提供数は 101～300食が 43.2％と最も多く、

51～100 食が 30％弱、11～50食が 20％弱であった。

食物アレルギー対応の給食の提供数については、0～5

食が 71.5％、6～10 食 18.8％であった。残念ながら、

この回答から食物アレルギー非対応の数（0 食相当）

はつかむことができなかったが、以下のように推定し

た。すなわち、0～5食の提供総数（197；表 2参照）

にアレルゲン除去を意識した洗浄をしていない回答比

率 25.3％（135/534；； 1参照）を掛けた数字（50食）

が食物アレルギー対応を行っていない給食提供数と考

えられた。 

調理施設のシステムについては、ドライシステムド 
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表1 調理施設における洗浄方法に関するアンケート 

 

I．貴園の規模についてお聞かせください

1．保育施設の種類は次のうちどれですか

　　　①認可保育所　②認定こども園　③認可外保育施設　④その他

2．給食の調理担当者は何名ですか

　　　①1名　②2～3名　③4～5名　③6名以上

3．給食業務に携わる栄養士資格保有者の勤務状況は次のうちどれですか

    　①毎日　②週1～2日　③週3～4日　④いない

4．提供している給食（昼食）は何食ですか（職員食を含む）

　　　①1～10食　②11～50食　③51～100食　④101～300食　⑤301食以上

5．提供している食物アレルギー対応の給食は何食ですか（これまでで最も多い食数）

　　　①0～5食　②6～10食　③11～15食　④16～20食　⑤21食以上

6．調理施設のシステムは次のうちどれですか

　　　①ドライシステムドライ運用　②ウェットシステムドライ運用　③ウェットシステムウェット運用

II．貴園の給食施設の洗浄方法についてお聞かせください

7． 清掃に使用する布巾の素材は次のうちどれですか

　　　①不織布　②タオル地　③マイクロファイバー　④その他

8．食物アレルギーの原因食品（アレルゲン）の除去を意識した清掃を行っていますか

　　　①はい　②いいえ

※ 設問9～19については大量調理施設衛生管理マニュアルの手順です

　　どの段階を実施しているかお聞かせください

9．最初に40℃の微温水（水道水）で3回水洗い（流水）をしていますか

　　　①はい（→設問11へ）　②いいえ

10．設問9で「②いいえ」と回答された方にお聞きします。

　　　①流水で水洗いする代わりに布巾を用いた水拭きをする　②何もしていない

11．スポンジたわしに中性洗剤または弱アルカリ性洗剤をつけて調理台を洗浄していますか

　　　①はい　②いいえ（→設問13へ）

12．設問11で「①はい」と回答された方にお聞きします。洗剤の除去に何を用いていますか

　　　①調理と共有の布巾　②清掃専用の布巾　③流水　④その他

13．調理台をよく乾燥させていますか

　　　①はい　②いいえ（→設問15へ）

14．設問13で「①はい」と回答された方にお聞きします。乾燥に何を用いていますか

　　　①調理と共有の布巾　②乾いた布巾　③ペーパータオル　④自然乾燥

15．殺菌（70％アルコール噴霧、次亜塩素酸ナトリウム、次亜塩素酸水等）をしていますか

　　　①はい　②いいえ（→設問18へ）

16．設問15で「①はい」と回答された方にお聞きします。殺菌に何を用いていますか

　　　①70％アルコール噴霧　②次亜塩素酸ナトリウム（ハイター等）　③亜塩素酸水　④次亜塩素酸水　⑤その他

17．設問16で「②～⑤」と回答された方にお聞きします。最終的な拭き上げに何を用いていますか

　　　①調理と共有の布巾　②拭き上げ専用の布巾　③ペーパータオル　④その他

18．再び作業を開始する前に殺菌をしていますか

　　　①はい　②いいえ（→設問20へ）

19．設問18で「①はい」と回答された方にお聞きします。殺菌に何を用いていますか

　　　①70％アルコール噴霧　②次亜塩素酸ナトリウム（ハイター等）　③亜塩素酸水　④次亜塩素酸水　⑤その他

20．清掃の手順において省略しがちになる作業があれば次のうちどれですか

　　　①水道水で3回水洗いもしくは水拭きで3回程度　②洗剤による洗浄　③乾燥　④殺菌　⑤ない

21．給食施設の洗浄について、問題に感じていること、改善した方が良いと考えていること等あればお聞かせください（自由記述）
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ライ運用は認可保育所が 59.3％、認定こども園が

64.5％、ウェットシステムドライ運用は認可保育所が

27.8％、認定こども園が 25.8％であり、ドライ運用の

合計は認可保育所 87.0％、認定こども園 90.3％であっ

た。一方、ウェットシステムウェット運用は認可保育

所が 13.0％、認定こども園が 9.7％であった。認定こ

ども園が認可保育所に比べドライ運用が多いのは、制

度的に近年新設されたものであり、最新の調理システ

ムを導入できたことが要因と考えられた。 

3.2. 調理施設における調理台の洗浄方法 

アレルゲンの除去を意識した洗浄（ 1）を行って

いる保育所等は 74.7％であった。アレルゲン除去方法

に関しては大量調理施設衛生管理マニュアルにも記載

がないにもかかわらず、高い割合であった。このこと

から、保育所等の調理現場はアレルゲン除去が調理施

設を洗浄する際に重要なポイントになっていることが

明らかとなった。また、 2は食物アレルギー対応の

給食数とアレルゲン除去の意識について示しているが、

給食数に関係なく全体的に 62.5～76.2％が除去意識を

持っていた。 

殺菌を行っている保育所等は 93.3％で、使用殺菌剤

は認可保育所と認定こども園のどちらも単独使用（認

可保育所 79.2％、認定こども園 78.2％）が多かった。

殺菌剤の単独使用の結果を 3に示す。認可保育所は 

表2 保育所等の基本属性 

 

1．施設の種類 ①認可保育所 ②認定こども園 合計 ③その他

465 (85.2%) 小計 62 (11.4%) 小計 527 19 (3.5%) 小計

2．給食の調理担当者数

　　　①1名 49 (10.8%) 10 (16.1%) 59 (11.4%) 7 (38.9%)

　　　②2～3名 273 (60.1%) 27 (43.5%) 300 (58.1%) 6 (33.3%)

　　　③4～5名 119 (26.2%) 20 (32.3%) 139 (26.9%) 4 (22.2%)

　　　④6名以上 13 (2.9%) 454 5 (8.1%) 62 18 (3.5%) 516 1 (5.6%) 18

　　　未回答 11 0 11 1

3．栄養士資格保有者の勤務状況

　　　①毎日（週5~6日） 232 (51.4%) 42 (67.7%) 274 (53.4%) 4 (21.1%)

　　　③週3～4日 26 (5.8%) 1 (1.6%) 27 (5.3%) 2 (10.5%)

　　　②週1～2日 12 (2.7%) 2 (3.2%) 14 (2.7%) 4 (21.1%)

　　　④いない 181 (40.1%) 451 17 (27.4%) 62 198 (38.6%) 513 9 (47.4%) 19

　　　未回答 14 0 14 0

4．給食数

　　　①1～10食 25 (5.4%) 7 (11.3%) 32 (6.1%) 5 (26.3%)

　　　②11～50食 91 (19.6%) 11 (17.7%) 102 (19.4%) 12 (63.2%)

　　　③51～100食 146 (31.5%) 10 (16.1%) 156 (29.7%) 0 (0.0%)

　　　④101～300食 197 (42.5%) 30 (48.4%) 227 (43.2%) 2 (10.5%)

　　　⑤301食以上 5 (1.1%) 464 4 (6.5%) 62 9 (1.7%) 526 0 (0.0%) 19

　　　未回答 1 0 1 0

5．食物アレルギー対応給食数

　　　①0～5食 174 (74.4%) 12 (46.2%) 186 (71.5%) 11 (91.7%)

　　　②6～10食 45 (19.2%) 4 (15.4%) 49 (18.8%) 1 (8.3%)

　　　③11～15食 12 (5.1%) 7 (26.9%) 19 (7.3%) 0 (0.0%)

　　　④16～20食 3 (1.3%) 3 (11.5%) 6 (2.3%) 0 (0.0%)

　　　⑤21食以上 0 (0.0%) 234 0 (0.0%) 26 0 (0.0%) 260 0 (0.0%) 12

　　　未回答 231 36 267 5

6．調理施設の衛生管理システム　運用

　　　①ドライシステム　 　ドライ 256 (59.3%) 40 (64.5%) 296 (59.9%) 11 (61.1%)

　　　②ウェットシステム　　ドライ 120 (27.8%) 16 (25.8%) 136 (27.5%) 6 (33.3%)

　　　③ウェットシステム　　ウェット 56 (13.0%) 432 6 (9.7%) 62 62 (12.6%) 494 1 (5.6%) 18

　　　未回答 33 0 33 0

※（　　）内は未回答を除いた数を分母としたもの

 

図 1．アレルゲン除去を意識した洗浄 

はい

74.7％

いいえ

25.3％

※有効回答数534
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次亜塩素酸ナトリウムが 50.8％と最も多く、次いで

70％アルコール 29.7％、次亜塩素酸水 11.5％、亜塩素

酸水 4.3％、その他 3.7％であった。認定こども園は次

亜塩素酸ナトリウムが 44.2％と最も多く、次いで 70％

アルコール 28.0％、次亜塩素酸水 16.3％、その他 7.0％、

亜塩素酸水 4.7％の順であった。 

一方、使用殺菌剤と食物アレルギー対応の給食数・

アレルゲン除去の意識との相関性について 0～10 食

（計 237 食）に着目してまとめてみたところ（表 3）、

使用殺菌剤（70%アルコール、次亜塩素酸ナトリウム、

次亜塩素酸水）の比率は、アレルゲン除去意識の「あ

る」「なし」に関わらず、殺菌剤比率に顕著な変動は認

められなかった。また、各殺菌剤の使用比率もアレル

ゲン除去意識の「ある」「なし」で大きな相違は認めら

れなかった。したがって、次亜塩素酸水の採用はアレ

ルゲン除去情報なしに行われていると考えられた。今

後、アレルゲン除去情報が広がればそれに伴って次亜

塩素酸水の採用が広がるかどうか注目される。 

殺菌剤を複数選択する保育所等もあり、次亜塩素酸

水の使用状況を把握するため複数選択を併用とした。

そして単独使用を合わせて集計し 4に示した。認可

保育所は次亜塩素酸ナトリウムが 57.4％と最も多く、

次いで 70％アルコール 42.9％、次亜塩素酸水 13.7％、

亜塩素酸水 4.4％であった。認定こども園も認可保育所

と同様で、次亜塩素酸ナトリウム 49.1％、次いで 70％

アルコール 43.6％、次亜塩素酸水 21.8％、亜塩素酸水

 
 

 
 図 2．アレル ー    数 アレルゲン除去意識  

図 3．  し いる          

表 3        物アレル ー  の  数・アレルゲン除去の意識 

 

アレルギー給食提供数 意識 70％アルコール 次亜塩素酸ナトリウム 次亜塩素酸水 合計

　0～10食 　Yes 79 (52.3%) 87 (57.6%) 19 (12.6%) 185

　No 24 (50.0%) 33 (68.8%) 6 (12.5%) 63

図 4．  し いる    併 含む  図 5．再び調理作業を開始する前に  し いる    
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3.6％の順であった。また、次亜塩素酸ナトリウムと次

亜塩素酸水に着目すると、次亜塩素酸ナトリウムは認

可保育所の方が多い一方、次亜塩素酸水は認定こども

園の方が多くなっている。次亜塩素酸ナトリウムは使

用後に水で洗浄をせざるを得ないため、ドライ運用の

割合が多い（表 2参照）認定こども園では使用しにく

く、必然的に水洗浄しなくて済む次亜塩素酸水の採用

が多くなっていることが考えられる。併用使用の数は

単独使用と比較して少ないが、次亜塩素酸水と併用さ

れている殺菌剤は 70％アルコールが 66.7％（16/24）

と多く、次いで 70％アルコールと次亜塩素酸ナトリウ

ムが 20.8％（5/24）、次亜塩素酸ナトリウムが 12.5％

（3/24）であった。ラニングコストを考慮し次亜塩素

酸水との使いわけをしていることが考えられる。なお、

用途別に使いわけている可能性も考えられることから、

今後次亜塩素酸の使用方法について調査する予定であ

る。 

「再び調理作業を開始する前に使用している殺菌剤

（ 5）」は、認可保育所では次亜塩素酸ナトリウムが

36.6％、70％アルコールが 32.4％、次亜塩素酸水が

8.4％、亜塩素酸水が 1.1％であった。これに対し、認

定こども園では 70％アルコールが 43.8％と最も多く、

次いで次亜塩素酸ナトリウムが 29.2％、次亜塩素酸水

が 8.3％であった。調理開始前の限られた時間の中で行

うことに煩わしさがないか考慮された結果として、

70％アルコールの使用が最も多くなったと考えられる。 

「洗浄の手順で省略しがちになる作業；（ 6）」に関

しては、35％前後の保育所等が「ない」との回答であ

った。その一方、「水道水または水拭きで 3回水洗い」

は認可保育所で 48.3％、認定こども園で 50.0％、「洗

剤による洗浄」は認可保育所で 18.5％、認定こども園

では15.4％が省略しがちになるとの回答であった。「殺

菌」については省略回答がほとんどなく、2％程度とご

くわずかであった。この傾向は、調理システムとの関

係でも同様であった。 

調理施設の洗浄についての自由記述では、殺菌に関

して、「アルコールと次亜塩素酸ナトリウムの併用の効

果が十分であるか」、「保育園の使用方法が正しいか疑

問に感じる」などの意見があった。その他には作業環

境や勤務実態に関する回答であった。 

本研究で行ったアンケート調査結果は対象保育所が

約 1800 ヵ所と数が多いこと、さらに有効回答数 546

ヵ所および有効回答率 31.1％と高いことから、かなり

忠実に現場の状況を反映していると考えられる。 

筆者らはこれまで強酸性次亜塩素酸水で処理するこ

とで卵白アレルゲンの陰性化が大幅に速まり、アレル

ゲン除去の有用性が高いことを見出した。すでに次亜

塩素酸水を採用している保育所等は、その後の拭き取

り操作などが簡便であるため使用されていると考えら

れるが、そのアレルゲン除去効果は認識されていない。

次亜塩素酸水は保育所等が煩わしいと感じている手順

を「次亜塩素酸水の浸漬のみ」に大幅に簡易化するこ

とができる。したがって、今後は次亜塩素酸水を採用

している保育所等において、次亜塩素酸水の詳細な使

用方法を調べる必要性があり、現在準備を進めている。 

また、外食事業者における食物アレルギー対応の実

態を調査した研究 13）では、事業者に必要十分な食物ア

レルギー対策が実施されていないことが明らかとなり、

現状の課題として「正確な情報提供」の他、「調理場に

おける管理」、「コンタミネーション管理」を上位課題

としてあげている。そして、外食における食物アレル

ギー対応の方向性を公的に示すことに期待している。

本研究の調査対象は保育所等であったが、調理施設の

規模では同じ中小規模である外食事業にも、次亜塩素

酸水を用いた調理場におけるアレルゲン除去に活用で

きる可能性がある。 

 

4. 結論 

 保育所等における調理施設の洗浄方法に関してアン

ケート調査を行ったところ、調理施設の洗浄でアレル

ゲン除去は重要なポイントになっているが、大量調理

施設衛生管理マニュアルに則ることとしているものの、

アレルゲン除去に対応した公的なマニュアルは存在し

ないため、洗浄作業が煩雑と感じている保育所等が多

いことが明らかとなった。 

 洗浄作業を簡略化しアレルゲンを容易に除去するに

は、安全性が確認されており、かつ取り扱いの便利な
 

 

 

図 6．洗浄で省略しがちになる作業 
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次亜塩素酸水の利用が期待できる。 
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Abstract 

The authors have been conducting research on the removal of residual food allergens using hypochlorous acid 

water.  As part of this research project, a survey was conducted using a self-administered questionnaire distributed 

to 1,755 facilities, including authorized daycare centers and certified children's centers (hereinafter referred to as 

“daycare centers”) in Prefecture A. The survey aimed to assess food allergy awareness and the cleaning methods 

currently employed in cooking facilities. The 21-item questionnaire was primarily composed of six items pertaining 

to the basic attributes of cooking facilities, and 12 items focused on cleaning methods employed in these facilities.  

The survey items were developed by the authors, as no exemplars of this kind of survey could be identified. The 

valid response rate was 31.1% (546 facilities), and the survey results revealed the following characteristics: 

A high degree of similarity was observed in the attributes of food preparation facilities between authorized 

daycare centers and certified children’s centers, based on responses from 527 facilities. The following trends were 

observed: 58% of facilities employed two to three staff members responsible for meal preparation, 53% had a 

nutritionist working on a daily basis, 73% served between 51 and 300 meals, 72% provided 0-5 meals for children 

with food allergies, and 87% implemented dry system hygiene management. In terms of cleaning methods, 

approximately 75% of facilities had implemented cleaning measures specifically designed to address allergen 

removal, whereas around 25% had not. Furthermore, 93% of the facilities performed sterilization procedures, 

utilizing hypochlorous acid water either alone or in combination with alcohol and/or other substances. Specifically, 

13.7% of authorized daycare centers (37 out of 408 individually, 19 out of 408 in combination) and 21.8% of certified 

children’s centers (7 out of 55 individually, and 5 out of 55 in combination) adopted these procedures. Regarding 

cleaning procedures, approximately 35 % of respondents indicated that there were no frequently overlooked tasks, 

while the remaining respondents reported that certain omissions were present. The most frequently neglected tasks 

were water cleansing (approximately 50%) and washing with detergent (approximately 17%). In contrast, the failure 

to implement sterilization procedures was exceptionally rare, with only 2% of respondents indicating such omissions 

Based on these findings, it can be anticipated that hypochlorous acid water, which is easy to handle and 

possesses the potential to safely eliminate food allergens, will be used more frequently in cooking facilities, such as 

those in daycare centers, in the future. 

Keywords: daycare centers, cooking facilities, cleaning methods, food allergies, hypochlorous acid water 
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